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ま  え  が  き 

 

 

 急速に進む少子高齢化を背景に仕事と介護の両立支援が政策課題になって久しい。2016 年

改正の育児・介護休業法は 1995 年の同法制定以来の大改正を行い、仕事と介護の両立支援制

度をその枠組みから見直したが、また今、新たな改革を求める動きがある。 

1991 年制定の育児休業法を改正して 1995 年に制定された育児・介護休業法は、家族以外

の者が介護を代替できない要介護発生直後の緊急事態（急性期、回復期）に対応することを

想定して 3 か月の介護休業を 1999 年から企業に義務づけた。翌 2000 年には介護保険制度が

施行され、これを機に在宅介護サービスの供給が大きく増えた。これにより「介護の脱家族

化」（もしくは介護の社会化）が実現するかに思えた。 

しかしながら、現実には在宅介護サービスの利用が始まった後も、家族が様々な場面で

日常的に介護を担う必要が生じている。その部分的な対応策として 2009 年に介護休暇が法

制化されているが、2016 年改正法では介護休業の分割取得や介護終了までの所定外労働免

除の措置を新設するとともに、短時間勤務・フレックスタイム・時差出勤・介護経費の援助

からの選択的措置義務である「勤務時間短縮等の措置」を 3 年に拡大している。 

背景には、介護保険の財政制約にともなう施設介護の供給制約と在宅介護の拡大がある。

団塊世代が歳を重ねて 75 歳以上になる今後、日本はますます要介護者が増えて未曽有の

「大介護時代」を迎えるといわれている。これに対応して「介護の脱家族化」を推し進める

ことは難しい。反対に、家族が自宅で介護をする「介護の再家族化」が進みつつある。 

だが、その家族も独身者や単身世帯が増えて盤石ではない。家族介護者を職場で支える企

業も若年人口の減少等を背景とした慢性的な人手不足が深刻になりつつある。つまり、今後

の日本社会では介護サービスを提供する地域社会、介護を分担する家族、その家族の両立支

援を行う企業の三方が人手不足で縮小していく。いわば「トリプルダウンサイジング支援社

会」の到来である。そうした状況で仕事と介護の両立をめぐり、どのような問題が生じ、ど

のような支援が求められ、そして現実的に実現可能であるか、多角的な検討が必要である。 

改正育児・介護休業法は施行から 5 年後に見直される。本報告書は、その見直しに資する

とともに、1 つの法律の枠組みを超えたより大きな観点から、まだ検討されていない新たな

両立支援の課題を示すことを目的としている。本報告書が政策担当者はもとより、企業、労

働組合、研究者等、この分野に関心のある専門家の方々にとって役に立つものとなっていれ

ば幸いである。 
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